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 中国系ニューカマーの研究は筆者の研究の出発点であった（伊藤 1994; 伊藤 1995a; 伊藤 1995b; 







































































始まった 1970 年代後半から 1990 年代半ばまでの状況を本章では扱う。 
 図 1-1 は、1976 年から 2017 年にかけての中国出身の在留者数の推移である。「中国」の増加は 1970




末の「中国」の在留者数は 23 万 4264 人（外国人全体に占める比率は 16.6％）であり、これより 20
年前の 1976 年の 4 万 7174 人（同 6.3％）と比較すると約 5 倍に増加していた。 
1990 年代半ばの段階において中国系ニューカマーを構成する人々は、来日時期の早い順に挙げると、










植民地としていた台湾省が最も多く 26,295 人（51.1％）である。これに次ぐのは、福建省 6,193 人
（12.0％）、広東省 5,293 人（10.3％）といった歴史的に海外へ移住者を送出してきた地域であり、江






 中国残留孤児・残留婦人は、1972 年の日中国交正常化以降徐々に帰国が行われ、1984 年の「中国残
留孤児定着促進センター」（埼玉県所沢市）の開設など、政府の援護政策が進むにしたがって 1986 年
から帰国者数が大幅に増加した。1990 年代に入ってその数は低下したが、1990 年代半ばに再び上昇し
二度目のピークを示している。厚生省による 1996 年度末現在の統計では、永住帰国者数が 17,187 人、





国帰国者生活実態調査」では、呼び寄せ家族の人数が孤児ひとりあたり 9.4 人、婦人等ひとりあたり 11.8
人、全体では帰国者ひとりあたり 10.7 人であるという結果が得られており、これをもとに単純に試算
すれば、1996 年段階での中国帰国者の総数は約 17 万人ということになる。ただし、2000 年代後半の
先行研究では、中国帰国者の総数を国費による帰国者数の 4 倍程度の約 10 万人と推計するものが多い




年末現在で 10,084 人の受け入れが行われた（難民事業本部 2018）。表 1-2 はインドシナ難民の受け
入れ数の推移である。なお、日本政府による受け入れが終了した 2005 年までの受け入れ者数は 11,319
人であった。 
これらの中には、華僑であるがゆえに迫害を受け国外脱出をはかった人がかなり含まれていると言わ
れる。日本経済新聞社編（1981）では、1981 年 4 月の時点で「大和難民定住促進センター」（神奈川
県大和市）に入所していた 34 世帯 109 人のうち、半分以上が中国系であったとされている。 
年度 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員
1972 19 57 0 0 19 57
1973 70 143 0 0 70 143
1974 182 383 1 5 181 378
1975 179 515 9 30 170 485
1976 112 359 12 43 100 316
1977 73 255 13 56 60 199
1978 100 280 20 74 80 206
1979 142 470 24 80 118 390
1980 173 596 26 110 147 486
1981 193 681 37 172 156 509
1982 156 554 30 120 126 434
1983 168 626 36 154 132 472
1984 133 475 35 155 98 320
1985 169 626 56 258 113 368
1986 281 1,014 159 645 122 369
1987 377 1,424 272 1,094 105 330
1988 365 1,353 267 1,097 98 256
1989 343 1,174 218 831 125 343
1990 326 929 181 604 145 325
1991 278 750 145 463 133 287
1992 283 650 120 353 163 297
1993 318 638 115 285 203 353
1994 322 870 100 245 222 625
1995 399 1,229 91 259 308 970
1996 349 1,136 110 325 239 811








台湾出身者の在留者数は、戦後の混乱期を過ぎてからは 2 万人程度で推移していたが、1979 年の中
華民国政府による自国民の海外渡航自由化に伴って急増した。表 1-3 では大陸出身者と合わせて出身地
別の在留者数を示した。1974 年に 24,080 人であった台湾出身者の在留者数は、10 年後の 1984 年に
32,817 人、1986 年には 40,519 人まで上昇している。しかし、その後は、入国の資格審査が厳しくな
ったことや台湾の景気上昇などの影響により、1980 年代後半から 4 万人台前半で再び安定期に入り、
1990 年以降はむしろ微減する傾向にある。 
台湾出身者と大陸出身者の最大の相違点は、その性比である。『出入国管理統計年報』のデータをも




O D P 合計
1978 3 - 0 0 3
1979 2 92 0 0 94
1980 50 346 0 0 396
1981 48 393 742 20 1,203
1982 216 217 0 23 456
1983 395 248 0 32 675
1984 738 229 0 12 979
1985 484 240 0 6 730
1986 129 149 0 28 306
1987 262 291 0 26 579
1988 164 193 0 143 500
1989 152 194 0 115 461
1990 171 321 0 242 734
1991 263 370 0 147 780
1992 239 411 0 142 792
1993 97 300 0 161 558
1994 84 165 0 207 456
1995 30 85 0 116 231
1996 1 4 0 146 151




台湾 大陸 上海 北京 福建 黒竜江 吉林 遼寧
1969 26,295 22,984 589 117 6,193 58 33 235
1974 24,080 19,259 398 205 5,178 74 38 114
1984 32,817 31,822 2,056 1,680 5,725 3,282 974 2,073
1986 40,519 40,075 3,260 3,225 5,825 4,784 1,665 3,246
1988 43,001 82,483 21,140 7,657 13,737 7,502 2,879 5,561
1990 42,610 103,520 25,390 10,418 17,479 9,872 4,291 7,632
1992 42,512 150,203 38,042 15,647 20,326 14,376 7,326 14,376
1994 41,110 174,963 41,896 17,308 20,059 19,910 9,680 15,805
1995 40,118 180,384 40,443 17,503 19,952 22,413 10,787 17,020















 表 1-4 は在留資格別の新規入国者数である。台湾出身者と大陸出身者について、それぞれ「留学」「就
学」「研修」の人数を示した。大塚（1990）によれば、この時期の台湾では 90％以上の者が留学先と
してアメリカを選んでいたため、留学生として来日する者はそれほど多くはなかった。台湾からの新規
入国者数は、やや上下するものの毎年 1000 人前後で推移している。 
後述する日本の留学生受け入れ方針の変化は、留学生よりもむしろ就学生に対して直接的な影響を及






留学 就学 研修 留学 就学 研修
1983 850 1,287 359 491 160 1,495
1984 925 1,101 409 438 251 2,122
1985 794 2,184 299 943 1,199 2,541
1986 899 4,029 497 1,178 2,126 2,848
1987 928 1,839 375 1,350 7,178 2,688
1988 961 1,113 444 1,626 28,256 3,840
1989 1,026 1,279 539 2,242 9,143 3,496
1990 1,229 1,563 1,239 2,632 10,387 7,624
1991 1,115 1,877 1,312 2,498 ※8,099 10,668
1992 1,075 1,612 652 2,860 ※16,263 15,054
1993 1,086 1,225 448 2,909 9,162 15,688
1994 902 890 486 2,561 4,415 14,750
1995 859 886 564 2,600 2,491 16,009










数は、1979 年の改革・開放政策の実施以降に増加が始まり、1980 年代半ばに急増する。表 1-3 に示し




遼寧省の東北 3 省の増加は、中国帰国者の帰国が本格化したこととの関連が考えられる。 








































 1990 年に留学生の在留者数が急増したことは、1988 年に来日した就学生にかなりの数の進学者が存





一方、表 1-5 に示したように 1990 年に大陸出身者の不法残留者数は 1 万人を越える。また、表 1-6





時期 台湾 大陸 マレーシア
1990.7.1 4,775 10,039 7,550
1991.5.1 5,241 17,535 14,413
11.1 5,897 21,649 25,379
1992.5.1 6,739 25,737 38,529
11.1 7,283 29,091 34,529
1993.5.1 7,457 33,312 30,840
11.1 7,677 36,297 25,653
1994.5.1 7,871 39,738 20,313
11.1 7,906 39,552 17,240
1995.5.1 7,974 39,511 14,511
11.1 8,210 38,464 13,460
1996.5.1 8,502 39,140 11,525








予想された。日本における影響は、表 1-4 に見られるように 1991 年の新規入国者数の減少として表れ
たが、その翌年からは再び増加に転じている。 
1990 年代前半の時期では、大陸出身者において「留学」や「就学」とともに多い在留資格は「研修」







新規入国者数は 1990 年から急増した。外国人技能実習制度が創設された 1993 年には、「研修」が「留
学」や「就学」を明確に上回る。「研修」の新規入国者数全体に大陸出身者が占める比率は高く、この
状況はその後も続いていくことになる。 
 1990 年頃からは日本企業への就職者も増加する。表 1-7 は留学生の就職許可件数であるが、1989 年
から大陸出身者の増加が顕著になった。留学生の増加から一定期間が経過したことが背景にあるが、前
述の天安門事件の影響も考慮に入れる必要がある。一方で、表1-6に示した不法残留者数は増加を続け、
1994 年 5 月 1 日現在で約 4 万人にまで達した。 
 
 
合計 興行 短期滞在 留学 就学 研修 その他
台湾 5,241 9 4,856 13 10 5 348
大陸 17,535 12 1,772 1,385 11,338 101 2,927
































基づいた統計が掲載されていないため、1969 年から 1992 年までに増加した「中国」の在留者数をひと
まずニューカマーとして扱う。都道府県別では、東京（39.1%）の構成比が最も高く、埼玉（8.4％）、
神奈川（7.9％）、大阪（6.6％）、千葉（5.1％）がそれに続く。1 都 3 県で 60.5％を占めており、中
国系ニューカマーは東京圏に集中していると言える。こうした東京圏への集中は、大陸出身者の場合、
その多くが学生として来日したことによりもたらされた。例えば、外国人就学生受入機関協議会（外就
協）9）に加盟する日本語学校は、就学生数が最も多かった時期の 1989 年 3 月現在で、東京 23 区内に
70.4％、1 都 3 県で見ると 78.8％が集中していた。1969 年の都道府県別の在留者数から老華僑の居住


















東京・神奈川・埼玉・千葉の 1 都 3 県に茨城南部が含まれている。色の濃さは 5 段階で区分しており、
区分の境界は色の濃い方から「平均＋標準偏差」「平均＋標準偏差×1/2」「平均」「平均－標準偏差×1/2」
である 11）。 



























－ 1975～80 -228 -8.00 4.80 17.60 30.41 172 25.60 17 211 60 24 21
1-1 1980～85 -51 -19.73 36.57 92.87 149.17 1,075 112.60 5 262 30 10 26
1-2 1985～90 -248 -41.75 92.27 226.30 360.33 2,109 268.05 8 258 30 12 25
















以下では、1990 年 7 月に実施された第 1 回調査（回収数 311）、1992 年 1 月に実施された第 2 回調
査（回収 581）、1993 年 11～12 月に実施された第 3 回調査（回収 656 票）を取り上げたい 14）。なお、
「留学生新聞」による調査の回答者は、ほとんどが大陸出身者である。大陸出身者の占める割合は、第
1 回が 88.4％、第 2 回が 93.6％、第 3 回が 94.2％であった。 
 
4-2．筆者らによる日本語学校生調査 




 調査の対象は、新宿区の JR 大久保駅・新大久保駅・高田馬場駅の周辺に校舎を持ち、日本語教育振
興協会（日振協）15）の認定校である日本語学校に在籍していた中国系の就学生である。調査時点で該
当する日本語学校は、「留学」の在留資格で受け入れていた 2 校を除いた 16 校であったが、このうち
13 校からの協力を得ることができた。1 校を除けば、アジア系の学生が在籍者の多数を占めていた。正
確な在籍者数が分からなかった学校もあり、対象者数は概算で 780 人前後である。学校ごとの対象者数




ったのが 5 校、学校に配布を依頼したのが 4 校であった。学校に回収までを依頼した 1 校を除き、調査
票は郵送により回収した。調査票の言語は中国語である。回収数は 236 票であった。 
 実際の分析では、日本での滞在期間が 2 年を超えている回答者は、就学生ではない者と考えて除外し
た 16）。また、大陸・台湾・香港の出身者以外の回答者が非常に少なく 17）、分析では国籍・出身地が
無回答であった者とともに除外することにした。これにより最終的な有効数は 207 票となった。出身地
別の構成比は、大陸出身者が 73.4％、台湾出身者が 8.7％、香港出身者が 17.9％であった。これ以外の








査では 9 割以上を占めていたが、第 2 回では 73.0％、第 3 回では 35.3％と急速に減少していく。それ





とは確かである。国際留学生協会は、1992 年 6 月現在で協会に登録している 1,791 人を対象とした調
査を行っているが、1～3 年の短期雇用の希望者が中国人以外では 26.2％、中国人は 6.2％だったのに対
し、10 年以上の長期雇用・終身雇用の希望者は中国人以外が 29.6％、中国人は 51.8％であった（岡・
深田 1994）。1993 年の国籍・出身地別の留学生の就職許可件数を見ても、大陸出身者は 67.7％と非
常に高い比率を占めている。また、中華人民共和国による留学生の帰国促進政策があまり効果的ではな


























 「留学生新聞」の第 3 回調査の紙上報告では、回答者を 3 つの層に分けて経済状況を分析している。
学生の場合、日本での就労時間に制限があるが、収入の月額は 15～20 万円を回答した者が最も多い。
就業者は 20～40 万円と日本人社員と比べて同程度の収入を得ている。また、オーバーステイの場合、























 「留学生新聞」の創刊は 1988 年であるが、発行部数が大幅に増加したのは 1992 年頃からであった。



































5）「留学」と「就学」の在留資格は、2010 年 7 月 1 日より「留学」に一本化された。 
6）中国の留学政策については、1978 年以降の約 30 年間の変遷をまとめた大塚（2010）もある。 
7）申請書類の偽造の増加に対応して、法務省が 1988 年 10 月 5 日付でビザ発給の審査基準を強化した
ことにより、ビザ発給の大幅な遅延が発生し、不安を抱いた申請者たちが上海の日本総領事館に押
しかけた。 




が分かり、このうちの 1,520 人が中国に強制送還された（平成 2 年版警察白書）。 
9）1986 年に就学生の健全受け入れを目的に設立された団体であり、90 年に解散した。 
10）老華僑は関西への居住者も多く、大阪・兵庫・京都の 2 府 1 県が占める比率は 33.9％であった。
なお、老華僑の場合、都道府県別の分布は本籍地ごとに大きく異なっていた。台湾省は東京（40.8％）
が最も多く、広東省は神奈川（42.4％）と兵庫（35.2％）、江蘇省は大阪（33.8％）と兵庫（21.9％）
が多い。福建省は居住地が分散しており、最も居住者が多い兵庫でも 15.5％であり、上位 4 都県を
合計しても 44.1％にしかならない。 
11）筆者も参加した東京の社会地図第 2 次プロジェクトによる作図方法に準じた（倉沢・浅川 2004）。






認できただけでも 1988 年から 1994 年にかけて 16 の調査が実施されている。これらの多くが東京
やその周辺の自治体が実施したものであった（伊藤 2005a）。 
13）「留学生新聞」は、中国系ニューカマーにより編集・発行されており、留学生・就学生を対象に中
国語と日本語により情報提供を行う媒体として 1988 年に創刊された。 
14）調査結果は、第 1 回が「留学生新聞」1990 年 9 月号、第 2 回が「留学生新聞」1992 年 6～8 月号、




























 表 2-1 は就学生調査の基本集計である。第一章と同様に、日本での滞在期間が 2 年を超えている回答
者と大陸・台湾・香港以外を出身地とする回答者は分析から除外しており、分析の対象としたケース数
は全体で 207 である。 
出身地ごとのケース数は、大陸出身者が 152（73.4％）、台湾出身者が 18（8.7％）、香港出身者が 37
（17.9％）である。大陸出身者の内訳は、上海出身者が 23.9％、北京出身者が 18.9％、東北 3 省（黒
竜江省・吉林省・遼寧省）出身者が 22.0％などとなっている。 
 男性比率は全体では 54.6％であった。出身地別では大陸出身者は 61.6％であるが、台湾出身者は






 滞在期間の平均は 11.1 ヵ月であり、平均では出身地による有意差はない。滞在期間については、半
年ごとに区分した値も示した。6 ヵ月以下と 1 年～1 年 6 ヵ月が他と比較して多いが、調査時期が 6 月
であったことから 4 月入学者の比率が高いことが背景にあることが分かる。出身地の有意差は、大陸出
身者と香港出身者において秋入学の者の比率が相対的に高いことを示していると思われる。 






















全体 大陸 台湾 香港 p値
207 152(73.4) 18(8.7) 37(17.9)
55.1 61.8 22.2 43.2 **
25.7 25.9 25.8 24.6
高校 51.9 42.1 66.7 86.1
短大 12.1 13.8 16.7 2.8
大学・大学院 35.9 44.1 16.7 11.1
平均（月） 11.1 11.1 9.8 11.5
～6ヵ月 25.6 26.3 38.9 16.2
～1年 20.3 21.1 11.1 21.6
～1年6ヵ月 43.0 38.2 44.4 62.2
～2年 11.1 14.5 5.6 0.0
新聞雑誌 46.4 42.8 50.0 59.5
テレビ 63.3 58.6 66.7 81.1 *
新聞雑誌 54.1 64.5 33.3 21.6 ***
ビデオ 20.4 33.3 16.2 20.8
133,830 137,318 137,143 113,261
66.3 77.8 16.1 46.0 ***
74.3 85.1 27.8 52.8 ***























答で質問した。選択肢の数は「知っている人は日本に誰もいなかった」を含めた 12 である。表 2-2 で
はそれらを 4 つのカテゴリーに統合した値を示した。回答者全体では、家族・親族がいた者は 39.0％、




住んでいた友人は 9.8％であった。既に述べたように大陸出身者が急増したのは 1988 年であったが、
それからまだ間もない時期の調査であったにも関わらず、大陸出身者の 43.3％が家族・親族、52.6％
が中国人の友人を日本に有しており、連鎖移住（chain migration）が進んでいたことが分かる。日本
に 20 年以上住んでいる友人を回答したのは、香港出身者 1 名のみであった。出身地の差は有意であり、
香港出身者は他と比較して家族・親族がいない者の比率が高く、誰もいなかった者の比率が高かった。 











支援するボランティア団体や役所などの相談窓口」を加えた 13 である。いずれも単一回答で尋ねた。 
 表 2-3 では、買い物・旅行は 3 つ、それ以外は 4 つのカテゴリーに統合した値を示した。「出身地」
は家族・親族と来日前に出身地で知り合った人であり、「新規中国人」と「新規日本人」はいずれも日
全体 大陸 台湾 香港 p値
家族・親族 39.0 43.3 50.0 16.2 **
中国人友人 49.8 52.6 44.4 40.5
日本人 16.6 15.3 22.2 18.9
なし 15.1 9.3 11.1 40.5 ***
家族・親族 36.7 40.2 46.7 18.2
中国人友人 36.7 40.9 26.7 24.2
日本人・斡旋業者 13.9 9.8 13.3 30.3




















 今回の調査では、「ちょっとした悩みを相談できる人」についても質問しているが、既に述べた 4 つ
の局面とは質問の方法が異なり、ネットワークの規模を質問している。回答者でそうした人がいる者の
比率は 97.2％であり、平均は 5.65 人、中央値は 4 人であった。同様の質問を 9 つの部分ネットワーク
についても行ったが、そもそもネットワーク全体の規模が小さいため、部分ネットワークの分析では規
模は有効な指標にならなかった。そこで部分ネットワークの有無を分析することにした。 
 まず、この 9 つの部分ネットワークを知り合った場所（出身地－日本）とエスニシティ（中国人－日
本人）の 2 軸を基準として、4 つのカテゴリーに統合した。A:「出身地で知り合った中国人（家族・親
戚を含む）」、B：「日本で知り合った中国人」、C：「日本で知り合った日本人」、D：「出身地で知り合っ
た日本人」である。それぞれを有する回答者の比率は、A が 66.7％、B が 50.2％、C が 26.1％、D が
14.0％であった。 
 次に、来日後のネットワークの拡大過程を考慮して、これらをもとに図 2-1 のようにネットワークの
類型を作成した。「ちょっとした悩みを相談できる人」が出身地で獲得したネットワークに限られる場
合は「回帰型」、来日後に知り合った中国人にまで拡がった「エスニック集団創出型」（以下「創出型」）、 
全体 大陸 台湾 香港 p値
出身地 34.0 38.8 38.5 10.7
新規中国人 55.6 51.2 46.2 78.6
新規日本人 10.5 9.9 15.4 10.7
出身地 41.8 47.8 46.2 12.9
新規中国人 37.9 35.5 23.1 54.8
新規日本人 12.6 10.1 23.1 19.4
相談窓口 7.7 6.5 7.7 12.9
出身地 33.5 37.3 46.7 12.1
新規中国人 52.2 50.0 40.0 66.7
新規日本人 9.9 7.5 13.3 18.2
相談窓口 4.4 5.2 0.0 3.0
出身地 34.8 38.3 46.7 13.3
新規中国人 32.6 33.1 20.0 36.7
新規日本人 21.3 18.0 33.3 30.0

























表 2-4 は、類型別の日本での滞在期間である。滞在期間は半年ごとに 4 つに区分して示した。滞在
期間別の類型の構成比は 10％水準で有意であった。6 ヵ月以下は回帰型が 36.5％で最も多く、1 年～1







～6ヵ月 ～1年 ～1年6ヵ月 ～2年
回帰型 60(29.6) 36.5 19.0 28.7 36.4
創出型 72(35.5) 32.7 42.9 33.3 36.4
参入型 42(20.7) 7.7 21.4 28.7 18.2
支援型 29(14.3) 23.1 16.7 9.2 9.1




















 1 年～1 年 6 ヵ月と 1 年 6 ヵ月～2 年を比較すると、創出型が増加するとともに参入型が減少してい
る。調査時点が 6 月であり、来日からちょうど 1 年半の時点で日本の大学や専門学校の新年度が始まる
ことを考慮すると、この時点で進学しなかった者（もしくは進学できなかった者）に回帰型や創出型が
多かったのではないかと考えられる。 
 表 2-5 は、類型別の相談ネットワークの保有状況である。相談ネットワークの規模が最も大きいのは

































回帰型 3.00 － 100.0 0.0 0.0 0.0
創出型 4.81 3.12 52.8 100.0 0.0 0.0
参入型 9.39 1.88 66.7 45.2 100.0 0.0
支援型 9.21 1.50 41.4 44.8 41.4 100.0





　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10　分散分析
29 
独立変数として用いる基本属性は、年齢、性別、学歴である。性別は女性を 1、男性を 0、学歴は短
大以上を 1、高校を 0 とした。また、日本での生活状況に関する変数として、アルバイトと日本語・中
国語の新聞の購読を用いた。アルバイトは、している場合は 1、していない場合は 0 とした。新聞の購




トワークを持っていれば 1、持っていなければ 0 である。 






表 2-7 に二項ロジスティック回帰分析の結果を示した。属性変数を投入したモデル 1 は、「日本で知
り合った中国人」と「日本で知り合った日本人」のいずれについてもモデル自体が有意ではない。モデ






















日本・日本人   .023  -.025
出身地・日本人  -.217**  -.044   .141*
表2-6：ネットワーク変数間の相関




















モデル1 モデル2 モデル3 モデル1 モデル2 モデル3
切片  .065 -.581  .036 -3.490* -3.817** -4.415**
 (1.149)  (1.249)  (1.300)  (1.311)  (1.416)  (1.493)
性別  .235  .301  .363  .289  .427  .470
 (.298)  (.315)  (.324)  (.341)  (.358)  (.369)
年齢 -.005  .009  .009  .084+  .068  .067
 (.039)  (.040)  (.041)  (.043)  (.045)  (.045)
学歴 -.453 -.520+ -.412 -.366 -.467 -.515
 (.302)  (.315)  (.323)  (.351)  (.368)  (.376)
アルバイト -.108 -.149  .869+  .957*
 (.353)  (.359)  (.448)  (.461)
日本語新聞 -.101 -.039  .514  .504
 (.337)  (.348)  (.374)  (.386)
中国語新聞  .757*  .774* -.593+ -.566
 (.303)  (.311)  (.352)  (.366)
出身地・中国人 -.985**  .448




 (.458)  (.478)
モデルχ２  3.780  10.483  19.079*  4.517  14.101*  19.131*
－2対数尤度 269.071 262.368 253.773 220.805 211.222 206.192
Nagelkerke R２  .025  .069  .123  .033  .101  .136
表2-7：日本におけるネットワークの形成要因
中国人 日本人
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10　ロジスティック回帰分析　N=197
　独立変数で示した値はB　カッコ内は標準誤差
31 
圏の広がりと 5 年後に暮らしていたい地域である。 
 今回の調査では、東京都内を中心とした 22 の場所について、それぞれ「よく行く」「行ったことがあ


































回帰型 5.1 64.4 5.1 11.9 13.6
創出型 2.8 58.3 5.6 18.1 15.3
参入型 4.9 31.7 12.2 22.0 29.3
支援型 20.7 20.7 6.9 34.5 17.2


































































て、それらを総合的に関連づけることが可能な Aldrich と Waldinger の分析枠組を提示する。最後に、


















らの業績は、十分評価されるべきだろう。エスニック・ビジネス研究は、こうした ethnic economy に
ついて、個々の主体のレベルから考察を行ったものであると言うことができる。そこで本論においては、



































































































るだろう。Light（1972）は、中国系と日系のアメリカ人が rotating credit の習慣を持ち、それがエス
ニック・ビジネスの資本形成に有利に働くことを明らかにしている。また、ニューヨークに住む西イン












































































3．Aldrich と Waldingerによる分析枠組 
3-1．「戦略」という視点の導入 












られている。図 3-1 は Aldrich と Waldinger の分析枠組を整理したものである。 




























































































































































を解決・処理する、相対的に安定したパターン」として定義し、図 3-2 の枠組を提示した。 














































































































































































お、依頼を行ったが調査できなかった企業・商店は 12 であり、そのうちレンタルビデオ業は 8 店であ
った。調査できた 17 店と合わせると 8 割程度はその所在を確認できたと言える。 





 第一章で述べたように、日本において中国系ニューカマーを構成する人々は、主として 5 つに分けら
れる。表 4-3 は、調査対象者の出身カテゴリーをそれに準じて分類したものである。最も多いのは台湾

































 表 4-4 には、経営者の基本属性と経営する企業・商店の業種・所在地・開業年を示した。経営者は男
性が多い。年齢は 30 歳代が多く、30 歳代後半以上の者も少なくない。年齢を回答した者は、中国帰国




商店を経営しているケースであっても合計して 30 名程度であった。 
出身地 来日時 日本
1 台湾 不明 不明 不明 不明 不明 不明 ビデオ 大久保 1984
ビデオ 池袋 1988
ビデオ 市原 1993
2 中国帰国者 男 25 1981 中学在学 中学 高校 G氏 飲食店 池袋 1987
　 ビデオ 池袋 1991
3 台湾 男 36 1985 大学 日本語学校 大学 A氏 ビデオ 大久保 1987
飲食店 大久保 1991






5 山西省 男 29 1986 大学 大学院 大学院 F氏 ソフト制作 池袋 1990
6 台湾 不明 不明 1980頃 不明 不明 不明 ビデオ 大久保 1990
7 台湾 女 不明 1985？ 大学 専門学校 専門学校 新聞 高田馬場 1991
8 台湾 女 不明 1978 不明 なし なし ビデオ 池袋 1992以前
9 台湾 女 36 1985 短大 日本語学校 日本語学校 美容室 池袋 1992
飲食店 池袋 1988
飲食店 赤坂 1992
10 福建省厦門市 男 30 1988？ 大学 日本語学校 日本語学校 ビデオ 葛飾区 1992
11 北京市 男 33 1987 大学 日本語学校 研究生：大学 ビデオ 杉並区 1992
貿易 新宿 1991
　 　 　 　 　 　 　 C社 留学生相談 千葉 1992
12 上海市 男 34 1988 大学 日本語学校 大学 ビデオ 池袋 1993
13 上海市 男 40代 1988 夜間の学校 日本語学校 大学 B氏 食品販売 高田馬場 1993
貿易 高田馬場 1992
14 福建省福州市 男 35 不明 大学 不明 大学在学中 新聞 調布 1993
15 吉林省 男 39 1988 大学 日本語学校 研究生：大学 免税店 池袋 1993
16 台湾 不明 不明 1980？ 不明 不明 不明 留学生相談 池袋 1993
17 江西省 男 40 1988 大学 日本語学校 大学在学中 旅行 大久保 1993
貿易 川崎 1991









































開業時期 所在地 出身カテゴリー 店舗数
1984 大久保 台湾 1




























































































































大学院 0 1 1
大学 11 0 3
（在学中） － － 3
大学研究生 － 0 2
短大 1 0 0
専門学校 0 1 1
（在学中） － － 1
日本語学校 － 10 2
その他 2 1 1
なし 1 1
不明 4 4 3





































































 この類型の代表例としては、東京圏のレンタルビデオ業の創業者とされる台湾出身の A 氏（37 歳）












 上海出身の B氏のケースは、この外部支援型として考えることができる。1988 年に来日した B氏は、
日本語学校や大学を経て、日本人経営の貿易会社に就職、そしてこの会社の支援を受け、1992 年に食
品を扱う貿易会社を起業した。1993 年には店舗を構えて同胞相手の小売も始めている。実質的な経営















いる。その内容は、Sanders と Nee によれば、「雇用者は従業員の自己犠牲的労働により利益を得る
一方で、彼らに対して管理的ポストを用意したり、商売の技術を訓練したり、将来的な独立へ向けて手





 今回調査した中では D 商事グループが、この「3．エスニック集団型」に含まれるだろう。D 商事グ
ループは、福建出身者 E 氏（37 歳）が、弟とアパートの一室で始めたビデオのレンタルから出発し、































 出資者は F 氏や部長２人を含めた５人であるが、福建省出身の中国帰国者 G 氏（25 歳）もそのうち
































































8）レンタルビデオ業の草創期である 1987 年に起業したある経営者は、アパートの一室を使って 30 万
円で店を始めることができた。しかし、1992 年に起業した別の経営者は、比較的競争が激しくない
地域であったにもかかわらず、800 万円近くの資本が必要であった。 























































身者を中心とした急増を経験した。1976 年に約 74 万 6 千人だった外国人在留者数は、20 年後の 1995






 本章では、1995 年 11 月に実施した「都市度とパーソナルネットワークに関する調査」のデータを用
いて分析を行う。この調査の母集団は、全国 7 地点（東京：文京区・調布市、福岡市：中区・西区、新
潟市、富士市、松江市）に居住する 20 歳から 75 歳までの男女である。調査地点は都市度を考慮して
選択され、東京都と福岡市は都心からの距離が異なるように 2 地点が選択されている。調査は各地区























話しかけられる 12.6 40.7 31.9 14.8
一緒に働く 5.4 23.2 46.3 25.0
近所に住む 3.1 18.2 44.1 34.6







いもの（すなわち寛容性が高いもの）から順に 3 点から 0 点までの数値を割りあてている。表 5-2 には
変数間の相関係数を示したが、いずれも非常に高い。表 5-3 は主成分分析の結果である。固有値が 2.616、
寄与率が 65.4％という顕著な因子が 1 つ抽出され、他の因子は全て固有値が 1 に満たなかった。また、
表 5-4 から各変数の因子負荷量を見てみると、0.736～0.883 と全ての変数で高く、共通性についても






4 つの属性変数（年齢・都市度 4）・教育年数・職業威信スコア 5））と 5 つのネットワーク変数（接触親



















一緒に働く  .606*** 1.000
近所に住む  .486***  .696*** 1.000
家族が結婚する  .368***  .514***  .538*** 1.000
表5-2：局面別抵抗感の相関行列
 　*** p<.001 N=995
表5-3：外国人に対する抵抗感の主成分分析
因子 固有値 寄与率 累積寄与率
1 2.616 65.4 65.4
2 0.647 16.2 81.6
3 0.457 11.4 93.6






































寛容性尺度 0.027 0.010 -0.054 0.002
年齢(歳) 47.71 45.03 51.97 47.78 ***
大都市居住者(％) 54.1 52.3 56.4 54.0
教育年数(年) 13.31 12.24 11.89 12.60 ***
職業威信スコア 49.97 44.52 ― 47.50 ***
友人総数(人) 6.50 6.61 7.94 6.88 *
接触親族数(人) 7.36 6.82 7.16 7.12
近隣総数(人) 5.29 5.29 5.96 5.45
遠距離友人数(人) 2.11 2.05 2.36 2.15
外国人友人有(％) 20.7 15.8 13.3 17.3 *
N 390 325 220 935




















親族数 -.001 -.082  .065
友人数  .119*  .190***  .199**
近隣数  .059 -.022  .132
遠距離  .150**  .255***  .183**
外国人  .387***  .381***  .339***
N 364 312 203
表5-6：尺度とネットワーク変数の相関係数
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10
B SE B β B SE B β B SE B β
年齢  .001  .004  .016  .001  .004  .018  .001  .004  .014
都市度  .211  .102  .110*  .232  .103  .122*  .084  .100  .044
教育  .062  .022  .187**  .064  .022  .194**  .056  .021  .169**
職業  .000  .004 -.001  .000  .004 -.005 -.002  .004 -.024
親族数  .010  .011  .050  .007  .010  .037
友人数  .015  .009  .096+  .007  .008  .047
近隣数
遠距離




B SE B β B SE B β
年齢  .001  .004  .015  .001  .004  .013
都市度  .208  .105  .109*  .072  .101  .038
教育  .065  .022  .198**  .056  .021  .170**
職業  .000  .004 -.001 -.002  .004 -.023
親族数  .007  .011  .034  .007  .011  .034
友人数  
近隣数  .018  .012  .085  .006  .012  .027
遠距離  .023  .016  .078  .012  .016  .040





































B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.004  .005 -.049 -.005  .005 -.057 -.008  .005 -.097
都市度  .257  .115  .125*  .226  .117  .110+  .203  .112  .099+
教育  .099  .034  .201**  .090  .035  .181*  .057  .034  .115+
職業  .017  .007  .148*  .015  .007  .137*  .012  .006  .106+
親族数 -.005  .014 -.021 -.002  .013 -.007
友人数  .024  .010  .128*  .011  .010  .059
近隣数
遠距離




B SE B β B SE B β
年齢 -.006  .005 -.074 -.009  .005 -.111+
都市度  .220  .117  .107+  .189  .112  .092+
教育  .083  .035  .167*  .049  .034  .100
職業  .015  .007  .138*  .011  .007  .103+
親族数 -.004  .014 -.019 -.003  .014 -.014
友人数
近隣数  .014  .013  .067  .010  .013  .046
遠距離  .045  .019  .138*  .034  .018  .102+































B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.008  .006 -.111 -.009  .006 -.128 -.007  .005 -.101
都市度  .302  .150  .142*  .363  .150  .171*  .371  .143  .174*
教育  .038  .035  .090  .014  .036  .033  .006  .034  .014
親族数  .006  .017  .026  .011  .016  .050
友人数  .028  .010  .206**  .020  .010  .143+
近隣数
遠距離




B SE B β B SE B β
年齢 -.010  .006 -.147+ -.008  .006 -.112
都市度  .313  .150  .147*  .340  .144  .160*
教育  .018  .035  .042  .010  .034  .023
親族数  .007  .017  .029  .011  .016  .048
友人数
近隣数  .027  .015  .129+  .025  .015  .120+
遠距離  .040  .020  .144*  .019  .019  .069




































切片 -4.290*** -9.152*** -2.449
 (1.032)  (1.630)  (1.894)
年齢   .002   .028  -.004
 (.014)  (.017)  (.016)
都市度  1.170***   .627+  -.252
 (.307)  (.363)  (.440)
教育   .079   .356***   .161
 (.062)  (.102)  (.107)
職業   .024+   .027
 (.013)  (.019)
自営  1.146**   .299
 (.386)  (.446)
子ども  -.597   .016 -1.490**
 (.375)  (.428)  (.442)
モデルχ２ 40.277*** 35.102*** 18.222**
－2対数尤度 346.325 244.576 152.448
Nagelkerke R２ .158 .179 .148
N 376 317 217
表5-10：外国人友人の有無の規定要因






























B SE B β B SE B β B SE B β
年齢  .028  .017  .113   .049  .041  .095  .029  .027  .087
都市度  .679  .344  .111* -2.133 1.049 -.137* -.098  .700 -.010
教育  .334  .101  .230**   .844  .243  .279**  .254  .162  .129
職業  .044  .021  .131*
自営  .101  .432  .013












































































度的媒介によってもたらされる（松本 1995: 79）。 









富士市・松江市の 3 地点の回答者を地方都市居住者とした上で、大都市居住者が 1、地方都市居住
者が 0 となるダミー変数とした。 
5）今回の調査では、現職について 10 の選択肢の中からひとつを選ぶ形式で質問しており、それぞれ









  ・回答者・配偶者の両親 
……それぞれについて、居住地が「同居」「同一敷地内」である場合に 2 とした。また、そうで
ない場合でも「月に 1～2 回程度」以上の接触頻度があれば、2 としている。したがって、
0～4 の値をとることになる。 
  ・こども・きょうだい 
……居住地が「同居」「同一敷地内」である者の人数と「月に 1～2 回程度」以上の接触頻度のあ
る者の人数の合計。 
  ・両親・こども・きょうだい以外で日頃から親しくしている親戚 









10）外国人の友人のいる者を 1、いない者を 0 とするダミー変数である。今回の調査の質問文では友人
総数・近隣総数・遠距離友人数に外国人の友人が含まれることを回避できないが、それぞれの変数と
の相関係数は、男性有職者（.139** .114* .215***）女性有職者（.278*** .016 .233***）女性










に影響を及ぼしていることも考えられた。しかし、60 歳以上の回答者（無職女性では 40. 0％を占め、











15）従業上の地位が自営業・家族従業員であれば 1、そうでなければ 0 とした。職業威信スコアとの相
関係数は、男性有職者が－.393、女性有職者が－.248 であり、いずれも p=.000 で有意であった。 














































 本章では、1995 年 11 月に実施した「都市度とパーソナルネットワークに関する調査」のデータを用














男性 50.9 42.8 4.3 2.0
女性 30.6 48.5 14.8 6.0
全体 39.9 45.9 10.0 4.2
男性 41.5 52.0 4.7 1.8
女性 30.4 59.6 8.9 1.1
全体 35.4 56.1 7.0 1.4
男性 57.6 39.2 2.0 1.1
女性 45.5 50.8 3.3 0.4
全体 51.0 45.6 2.7 0.7
男性 14.3 29.4 42.2 14.1
女性 21.8 39.7 30.3 8.1
全体 18.4 35.1 35.7 10.8
男性 8.7 22.6 39.2 29.4
女性 12.6 25.9 40.9 20.7
全体 10.8 24.4 40.1 24.6
男性 10.6 31.5 38.0 20.0
女性 20.1 34.1 34.1 11.6























表 6-3 は主成分分析の結果である。固有値が 1 を超える因子は 2 つ抽出された。因子 1 は固有値が
2.919、寄与率が 48.7％、因子 2 は固有値が 1.156、寄与率は 19.3％である。表 6-4 には、各変数の因
子負荷量と共通性を示した。因子 1 の因子負荷量は.506～.775 と全ての変数で十分な高さを持っていた。
そこでこの因子について回帰推定を行い、以下の分析では各ケースについて得られた因子得点を「家族
のあり方に対する寛容性尺度」として用いることにした 3）。 









家や土地を守る  .508*** 1.000
親の面倒  .324***  .415*** 1.000
非婚  .351***  .266***  .159*** 1.000
夫婦別姓  .408***  .347***  .267***  .560*** 1.000
子どもを作らない  .340***  .296***  .193***  .672***  .549*** 1.000
表6-2：家族意識の相関行列
 　*** p<.001 N=958
因子 固有値 寄与率 累積寄与率
1 2.919 48.7 48.7
2 1.156 19.3 67.9
3  .662 11.0 79.0
4  .484  8.1 87.0
5  .455  7.6 94.6
6 .325  5.4 100.0
表6-3：家族意識の主成分分析
因子1 因子2 共通性
夫の家の墓 .697  .312 .583
家や土地を守る .656  .502 .682
親の面倒 .506  .597 .613
非婚 .753 -.468 .786
夫婦別姓 .775 -.223 .651



















で投入するのは 4 つの属性変数（年齢・都市度・教育年数・職業威信スコア）である。モデル 2 とモデ







 表 6-6 は男性有職者、表 6-7 は女性有職者、表 6-8 は女性無職者の重回帰分析の結果である。 
まず、属性変数の効果をモデル 1 よりおさえておきたい。3 つの層で共通するのは、年齢の負の効果
であり、特に女性無職者において効果が高い。教育年数も 3 つの層で正の効果を持ち、特に女性有職者








親族数 -.277** -.323*** -.091
友人数  .018 -.030 -.093
近隣数 -.107* -.256*** -.244***
遠距離  .040  .191*** -.056
N 353 301 196
表6-5　尺度とネットワーク変数の相関係数
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10
78 
った。職業威信スコアはいずれの層でも有意ではない。 






B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.019  .004 -.259*** -.017  .004 -.236*** -.018  .004 -.242***
都市度  .416  .092  .226***  .373  .093  .203***  .393  .095  .214***
教育  .042  .020  .132*  .036  .020  .113+  .037  .020  .117+
職業  .005  .004  .077  .004  .004  .069  .005  .004  .078
親族数 -.027  .010 -.143** -.026  .010 -.139*
友人数  .002  .008  .012
近隣数  .002  .011  .012














 　*** p<.001 ** p<.01　* p<.05　+ p<.05　重回帰分析　N=344
表6-7：家族意識の規定要因（女性有職者）
B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.013  .005 -.170** -.013  .005 -.166** -.013  .005 -.162**
都市度  .117  .105  .061  .032  .105  .016  .011  .104  .006
教育  .140  .032  .303***  .129  .031  .281***  .119  .031  .259***
職業  .007  .006  .063  .006  .006  .056  .004  .006  .035
親族数 -.048  .012 -.226*** -.046  .013 -.214***
友人数 -.006  .009 -.037
近隣数 -.010  .011 -.051










B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.025  .005 -.366*** -.024  .005 -.358*** -.023  .005 -.336***
都市度  .038  .128  .019 -.019  .130 -.009  .015  .129  .008
教育  .088  .030  .217**  .102  .031  .252**  .102  .030  .252***
親族数 -.012  .014 -.057 -.005  .014 -.022
友人数 -.015  .009 -.119+
近隣数 -.039  .013 -.196**




































B SE B β B SE B β B SE B β
年齢 -.005  .004 -.077 -.005  .004 -.075 -.004  .004 -.054
都市度  .213  .096  .126*  .161  .098  .095  .137  .096  .081
教育  .064  .029  .159*  .057  .029  .141*  .043  .029  .107
職業  .013  .006  .137*  .012  .006  .135*  .008  .006  .091
親族数 -.032  .011 -.167** -.020  .012 -.108+
友人数 -.006  .009 -.040
近隣数 -.027  .011 -.157*


















の効果は有意であった 4）。年齢の負の効果については、この 3 変数をもとに何らかの解釈ができるかも
しれない。 
 自営業・家族従業員であることは、男性有職者では外国人との友人関係を生み出す効果を有していた。

















B SE B β B SE B β
年齢 　.006  .023  .015  -.055  .026 -.153*
都市度 -1.418  .498 -.146** -1.587  .508 -.177**
教育  -.241  .105 -.144*  -.320  .150 -.150*
職業  -.008  .022 -.025   .021  .030  .043
自営  1.030  .690  .083  1.940  .638  .171**



















































3）因子 2 も固有値が 1 を超えていたが、因子負荷量から何を示す因子であるのか判断することが困難
であった。また、この因子についても回帰推定を行い、各ケースについて得られた因子得点を用い
























 第一に、寛容度の測定方法であるが、これについては考慮すべき点が 2 つ存在する。まず、どのよう
な人々に対する寛容度なのかという点である。管見ではあるが、日本国内の研究では、筆者自身のこれ
までの研究も含め、その多くは「外国人」に対する寛容度を測定しており（伊藤 1997b, 2000; 田辺 








































は、新宿区内の 10 地区を対象地域としているが、外国人人口比率は大久保の 22.4％、柏木の 16.0％が
突出しており、その一方で箪笥町や落合第二などの対象地域は 5％前後である。小地区の分析であるこ






















































































































調査対象地は、東京都豊島区と札幌市西区であり、それぞれの地域から 700 人、計 1,400 人を対象者と
して選んだ。調査期間は 1999 年 11 月 20 日～12 月であり、有効回収数は 515 票、回収率は 36.8％で
あった。いずれの地域も人口構成を考慮して 4 地区を選び、選挙人名簿より無作為抽出法によりサンプ







 表 7-1 は、それぞれの対象地域の人口的特性である。豊島区と西区の高等教育修了者比率のみ今回の
調査の結果を元にしており、それ以外は 2000 年の国勢調査の結果である。都市内における位置付けを
考察するために、東京特別区と札幌市についてもあわせて示した。 








東京特別区 豊島区 札幌市 西区
総人口（人） 8,134,688 249,017 1,822,368 199,385
面積（ｋｍ2） 621.3 13.01 1121.12 74.93
人口密度（1ｋｍ2あたり） 13,093 19,140 1,626 2,661
平均年齢 41.8 43.0 40.1 40.9
高齢化率 16.4 18.4 14.4 15.2
20歳代人口比率 17.5 20.1 15.8 14.4
20～30歳代人口比率 33.5 35.3 29.9 28.8
上級ホワイトカラー率 19.8 21.3 18.5 19.0
ブルーカラー率 20.1 17.1 22.3 23.0

























東京特別区 豊島区 札幌市 西区
外国人数（人） 173,615 8,660 5,691 372
外国人人口比率 2.13 3.48 0.31 0.19
国籍・地域別構成比 100.0 100.0 100.0 100.0
　韓国・朝鮮 36.3 25.1 38.4 34.4
　中国 30.3 49.6 28.3 23.9
　東南アジア・南アジア 14.5 13.6 9.2 6.5
　（フィリピン） 6.7 2.7 3.1 4.6
　アメリカ 5.3 2.4 6.2 6.5
　ブラジル 1.0 0.9 1.2 4.3
　ペルー 0.2 0.1 0.1 0.3
　その他 12.4 8.3 16.7 24.2
国籍・地域別人口比率
　韓国・朝鮮 0.78 0.87 0.12 0.06
　中国 0.65 1.73 0.09 0.04
　東南アジア・南アジア 0.31 0.47 0.03 0.01
　（フィリピン） 0.14 0.10 0.01 0.01
　アメリカ 0.11 0.08 0.02 0.01
　ブラジル 0.02 0.03 0.00 0.01
　ペルー 0.00 0.00 0.00 0.00





















回帰分析を行った。居住地は豊島区、性別は女性を 1 としたダミー変数を用いている。結果は 表 7-4
に示した。 






れも R2値が低いので、今回用いた 5 つの独立変数以外に別の要因を考える必要があるが、ここではひ
とまず個人特性が与える効果が局面によって異なることを確認しておきたい。 
 外国人との接触経験について、「よく見かける」を除く 7 つについて主成分分析を行ったところ、固 
有値が 1 を超える因子が 1 つ抽出された。この因子の固有値は 3.05、因子寄与率 43.6％である。しか
し、7 つの局面の中には、「親しい友人になったことがある」のように、接触機会の有無にとどまらず、
全体 豊島区 西区 有意確率
よく見かける 80.2 90.8 72.3 .000
あいさつなど 56.5 63.0 52.7 .024
遊びや食事 37.3 46.9 30.8 .000
相互に訪問 21.4 24.7 19.3 .159
職場 20.8 31.7 12.5 .000
親しい友人 19.2 26.8 13.5 .000
学校 16.3 23.8 10.7 .000







ったところ、 表 7-5 のように固有値 1.33、因子寄与率 44.3％の因子が 1 つ抽出された。この因子から
回帰法により因子得点を算出し、以下では接触尺度として用いることにしたい。 















B SE B β B SE B β B SE B β
居住地  .170  .037  .214***  .069  .047  .069  .105  .033  .154**
性別 -.017  .035 -.022 -.002  .045 −.002 -.032  .032 −.047
年齢 -.003  .001 -.110* -.003  .002 −.082  .000  .001  .017
教育年数  .017  .008  .106*  .035  .010  .174***  .003  .007  .020




B SE B β B SE B β B SE B β
居住地  .203  .039  .246***  .129  .035  .173***  .153  .046  .156**
性別 -.137  .037 −.164***  .025  .033  .033  .008  .044  .008
年齢 -.003  .001 −.122* -.003  .001 −.134* -.004  .002 −.131*
教育年数 -.008  .008 −.049  .027  .007  .179***  .029  .010  .146**




B SE B β B SE B β
居住地  .028  .040  .034  .126  .038  .158**
性別  .032  .038  .038 -.051  .036 −.063
年齢  .000  .001  .017 -.001  .001 −.044
教育年数  .034  .008  .201***  .017  .008  .106*
















































B SE B β
居住地  .625  .090  .310***
性別 -.158  .086 −.078*
年齢 -.012  .003 −.181***
教育年数  .046  .019  .112**







　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10
　重回帰分析
全体 豊島区 西区 有意確率
親しい友人になる 1.8 14.2 35.7 48.3 2.31 2.32 2.30 .739
隣に住む 2.2 16.2 44.7 37.0 2.16 2.12 2.20 .243
一緒に働く 2.4 16.8 48.2 32.6 2.11 2.14 2.09 .412
話しかけられる 4.7 31.6 36.5 27.1 1.86 1.92 1.82 .198
パーティーで隣席 6.3 31.8 35.4 26.5 1.82 1.85 1.80 .508
職場の上司になる 10.1 28.9 34.3 26.7 1.78 1.83 1.73 .347
共同生活をする 9.3 33.2 35.0 22.5 1.71 1.59 1.80 .012






















































地域親族数が 6 ケース、遠距離友人数が 1 ケースであり、中距離友人数は外れ値が存在しなかった。そ
して、第三は接触尺度である。 
 ネットワーク変数と接触尺度の効果を検証するために、3 つのモデルにより分析を行った。モデル 1







































年齢  .023 -.017 1.000
教育年数  .099* -.189*** -.398*** 1.000
地域親族数 -.045  .084+  .219*** -.099* 1.000
中距離友人数 -.065  .096* -.195***  .169***  .147** 1.000
遠距離友人数  .057 -.065 -.004  .071  .013 -.243*** 1.000
隣人数  .083+ -.004  .305*** -.189***  .226*** -.079+  .248*** 1.000
接触尺度  .304*** -.102* -.235***  .245*** -.164***  .118*  .069 -.040 1.000
抵抗感尺度 -.107  .021 -.305***  .242*** -.083+  .145**  .094* -.050  .212*** 1.000
表7-9：各変数の相関係数
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10 N=453
95 
3-2．規定要因の分析 
 表 7-10 は回答者全体の分析結果である。いずれのモデルについても、年齢と教育年数が有意であり、
年齢の効果が高い。接触尺度も有意であり、教育年数よりも高い効果を持っている。性別は 10％前後
の有意確率を示しており、モデル 2 でかろうじて有意になった。ネットワーク変数は、中距離友人数と
遠距離友人数が有意であり、独立変数を全て投入したモデル 3 では、遠距離友人数が 
教育年数とほぼ同程度の標準偏回帰係数の大きさを示した。 
 次に、男女や調査対象地によって規定要因が異なるかどうかを検証してみたい。表 7-11 は豊島区、








B SE B β B SE B β B SE B β
居住地 -.050  .088 -.025 -.147  .092 -.074 -.140  .091 -.070
性別  .131  .090  .065  .150  .090  .074+  .138  .090  .068
年齢 -.016  .003 -.236*** -.014  .003 -.204*** -.013  .003 -.192***
教育年数  .062  .020  .154**  .054  .019  .135**  .046  .020  .114*
接触尺度  .157  .047  .158***  .140  .047  .141**
地域親族数 -.077  .116 -.030
中距離友人数  .230  .111  .097*












B SE B β B SE B β B SE B β
性別  .070  .133  .035  .079  .131  .039  .051  .131  .026
年齢 -.015  .005 -.231** -.013  .005 -.194** -.013  .005 -.195**
教育年数  .048  .029  .121+  .039  .029  .099  .021  .030  .053
接触尺度  .161  .062  .175*  .146  .063  .159*
地域親族数  .067  .170  .027
中距離友人数  .307  .168  .136+












B SE B β B SE B β B SE B β
性別  .188  .125  .092  .216  .124  .106+  .228  .125  .112+
年齢 -.016  .004 -.236*** -.014  .004 -.208** -.012  .005 -.178**
教育年数  .076  .027  .184**  .069  .027  .168*  .065  .027  .158*
接触尺度  .156  .073  .130*  .131  .073  .110+
地域親族数 -.209  .160 -.080
中距離友人数  .181  .151  .074










B SE B β B SE B β B SE B β
居住地  .008  .139  .004 -.097  .143 -.047 -.088  .144 -.043
年齢 -.022  .005 -.315*** -.018  .005 -.265*** -.018  .005 -.257**
教育年数  .021  .026  .057  .016  .026  .044  .009  .026  .024
接触尺度  .189  .072  .190*  .172  .075  .174*
地域親族数  .000  .182  .000
中距離友人数  .214  .171  .092










B SE B β B SE B β B SE B β
居住地 -.157  .114 -.080 -.228  .120 -.116+ -.235  .120 -.120+
年齢 -.008  .004 -.123+ -.007  .004 -.109+ -.007  .004 -.103
教育年数  .130  .030  .284***  .120  .031  .262***  .113  .031  .246***
接触尺度  .114  .062  .114+  .106  .062  .106+
地域親族数 -.061  .152 -.023
中距離友人数  .203  .146  .084














2 つのモデルでは有意ではなく、中距離友人数は豊島区において 10％水準で有意になっただけであった。 



















て分析に用いた。平均値は、前者が 1.58 人、後者が 3.01 人、隣人数は 4.65 人であった。 
 松本（2006）では、「日頃から何かと頼りにし、親しくしている近所の方」の人数を隣人数として
2人以下 3人以下 4人以下 3人以上 4人以上 5人以上
居住地 −.023 -.050 -.063 -.099 -.081 -.028
性別  .074  .095  .095+  .031 -.003 -.024
年齢 -.266*** -.247*** -.215** -.101 -.091 -.120
教育年数  .041  .066  .098  .194**  .174*  .137
接触尺度  .078  .070  .103+  .183**  .230**  .193*
地域親族数  .052  .053  .061 -.104 -.134+ -.185*
中距離友人数  .109  .085  .073  .091  .105  .142+
遠距離友人数  .092  .074  .086  .106+  .126+  .141+
Ｒ２値  .143***  .127***  .128***  .177***  .214***  .228***
ケース数 203 250 295 251 204 159
表7-15：隣人数を統制した場合の外国人に対する抵抗感の規定要因
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10
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用いており、2 人以下と 3 人以上の 2 つのカテゴリーに分けて分析を行っている 7）。しかし、なぜこの
人数をグループの境界として設定したかについては述べていない。境界を変えて分析すれば違う結果が
得られる可能性も否定できず、何か新しい知見が得られる可能性もある。そこで、2 人以下と 3 人以上
という区分に加え、3 人以下と 4 人以上、4 人以下と 5 人以上の 2 つの区分でも分析を行った。結果は 
表 7-15 に示した。 




教育年数は 3 人以上と 4 人以上では有意であったが、標準偏回帰係数は徐々に低くなり、5 人以上では
有意でなくなった。ネットワーク変数は弱い効果のものが多かったが、遠距離友人数はいずれも有意で
あり、境界の人数を多く設定するほど標準偏回帰係数は高くなっている。地域親族数と中距離友人数も
同様に高くなっていき、前者は 4 人以上で、後者は 5 人以上で有意になった。 




































































ことにした。なお、松本の分析では、隣人数 2 人以下が 66.9％とほぼ三分の二を占めている。今回


























を行って実施されたものがある（浅川 2003; 佐々木 2006）。このサンプリング方法に対する評価は、
調査対象者からの反応に関するものも含めて浅川（2003）や佐々木（2010）で述べられているが、浅














 分析に入る前に、在日コリアンの日本国籍の取得状況を見ておきたい。図 8-1 は帰化許可者数の推移
である。韓国・朝鮮と中国、その他の 3 つについて 1990 年から 2012 年までを示した。1990 年に 5,216
人であった韓国・朝鮮の帰化許可者数は、90 年代前半より増加し、1995 年から 1 万人前後で推移した










う。今回の調査は、生活調査と教育調査 3）の 2 つより構成されているが、本章では生活調査のデータ
を用いる。 
 生活調査の母集団は、広島市の住民基本台帳に記載されている満 18歳以上の外国籍の者であり、2012
年 8 月 17 日現在で 1 万 3,955 人であった。抽出方法は、層化抽出法であり、対象者数は 4,000 人であ














は 546 人である。韓国・朝鮮籍の回答者全体の 75.9％を占めており、本章が定義する在日コリアンの
85.4％を構成している。また、何らかの事情により「特別永住」の在留資格を持っていない在日コリア
ンもいるであろうことを考慮し、②「永住者」の在留資格を持ち日本生まれである者 76 人、③「永住
者」の在留資格を持ち、日本以外で生まれ日本での滞在年数が 30 年以上である者 17 人についても、
在日コリアンとして分析に加えた。それぞれが在日コリアンに占める比率は、②が 11.9％、③が 2.7％
である。ちなみに、③に該当する者の年齢構成については、最も若い者は 44 歳であり、50 歳代が 1
人、他は全て 60 歳以上であった。以上の三つの定義に基づいて在日コリアンであるとした者は合計で
639 人であり、韓国・朝鮮籍の回答者全体に占める比率は 89.9％であった。 
 表 8-2 は、在日コリアンの国籍・地域別および世代別の平均年齢と構成比である。今回の調査の特徴
の一つとして、広島市外国人市民施策懇談会の委員からの意見を踏まえ、国籍・地域に関する設問にお
いて韓国籍と朝鮮籍の選択肢を分けたことが挙げられる。在日コリアンのうち、韓国籍は 560 人、朝
鮮籍は 79 人であり、それぞれの構成比は韓国籍が 87.8％、朝鮮籍は 12.4％であった。なお、今回の調
査では、在日コリアンだけを取り出して有効回収率を計算することはできないが、韓国籍全体の有効回
収率は 44.8％、朝鮮籍全体では 41.1％であった。したがって、有効回収率の差は、在日コリアンの韓 
国籍と朝鮮籍の構成比に大きな影響を与えたとは言えないと思われる。 
 在日コリアン全体の平均年齢は 58.2 歳、韓国籍は 58.7 歳、朝鮮籍は 55.0 歳であった。ちなみに、
今回の調査は対象者の年齢の上限を設定していないため、90 歳代の回答者が 8 名おり、最高齢は 94
歳であった。在日コリアン以外も含めた韓国・朝鮮籍全体で比較すると、前回の調査よりも平均年齢は
朝鮮籍 韓国籍 全体
①特別永住者 70（11.1） 476（74.5） 546（85.4）
②永住者であり日本生まれの者  8 （1.3）  68（10.6）  76（11.9）
③永住者であり日本以外で生まれ
　日本での滞在年数が30年以上の者
 1 （0.2）  16（ 2.5）  17（ 2.7）








30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
70歳
以上
全体 639 100.0 58.2歳 4.9 10.3 13.9 17.4 27.1 26.5
朝鮮籍 79 12.4 55.0歳 7.7 12.8 14.1 17.9 29.5 17.9
韓国籍 560 87.6 58.7歳 4.5 9.9 13.8 17.3 26.8 27.7
一世 53 8.7 79.0歳 0.0 0.0 1.9 3.8 7.5 86.8
二世 211 34.7 65.2歳 0.0 0.5 3.3 19.0 46.0 31.3
三世 328 53.9 51.6歳 6.4 17.4 23.8 18.6 18.3 15.5
四世 15 2.5 33.1歳 53.3 26.7 6.7 6.7 6.7 0.0




6.1 歳上昇しており、前回の調査でそれぞれ 20％台であった 50 歳代と 60 歳代がそのまま一つ上の年
代に移行しているように見える。 
世代別の構成比は、在日コリアン全体では、一世は 8.7％、二世は 34.7％、三世は 53.9％、四世は
2.5％であった。五世は 1 人だけであり、六世以上はいなかった。一世の平均年齢は 79.0 歳である。二
世は平均年齢が 65.2 歳であり、60 歳以上が 77.3％を占めている。三世は平均年齢が 51.6 歳であり 40






 表 8-3 は、日本国籍の取得に関する意識の回答結果である。この表では、他の国籍・地域の回答者と
比較するために、在日コリアン以外についても数値を掲載した 4）。今回は「取得したい」から「取得し
たくない」まで 5 つの選択肢を用いて質問を行った。 




















韓国・朝鮮 29.3 15.1 27.5 6.8 21.3
　在日コリアン 31.1 14.3 28.9 5.7 20.0
　　朝鮮籍 21.9 9.6 23.3 6.8 38.4
　　韓国籍 32.3 14.9 29.7 5.5 17.5
 在日コリアン以外 14.7 21.3 16.0 16.0 32.0
中国 22.6 12.1 31.9 9.5 23.9
　中国帰国者 27.0 12.4 37.1 7.9 15.7
　中国帰国者以外 21.7 12.1 30.7 9.8 25.7
フィリピン 32.5 33.1 16.9 5.8 11.7
アジア諸国 21.7 8.7 18.8 5.8 44.9
中米南米諸国 20.6 20.6 28.6 15.9 14.3
欧米系諸国 6.9 11.9 26.7 7.9 46.5











「1993 年在日韓国人青年意識調査」（以下、1993 年調査）は、在日本大韓民国居留民団 5）の保有す
る名簿から等間隔抽出法によってサンプリングが行われ、日本生まれで韓国籍を持つ 18 歳から 30 歳
の 1,723 人を対象に実施された（福岡・金、1997）。調査は基本的には面接法で行われ、一部で留置法
を併用している。選択肢は 5 つであり、回答結果は、「ぜひ帰化したいと思う」が 12.0％、「できれば










ば、サンプリングは民団が保有する名簿を用いて無作為抽出法によって行われ、対象者は 15 歳から 64










































（74 ケース欠損値）である。最終的に分析で扱うことができたのは 394 ケースであった。 
 
3-3．モデルで用いる変数間の相関 

























18～29歳 26.7 10.0 26.7 10.0 26.7 30
30歳代 21.9 9.4 45.3 4.7 18.8 64
40歳代 38.4 19.8 19.8 5.8 16.3 86
50歳代 34.3 12.4 32.4 2.9 18.1 105
60歳代 30.9 14.5 24.2 8.5 21.8 165
70歳以上 29.8 14.9 29.8 4.3 21.1 161













国籍（出身地）  .165** 1.000　
性別  .016  .037 1.000　
年齢 -.013  .062 -.068 1.000　
世代  .113* -.071  .061 -.595*** 1.000　
教育年数 -.162** -.099* -.085+ -.551***  .313*** 1.000　
世帯収入 -.141**  .030 -.037 -.243***  .088+  .304*** 1.000　
日本人との関係  .467***  .378*** -.040  .036  .071 -.081 -.073
地域での本名使用 -.361*** -.248*** -.024 -.089+  .008  .155**  .094+
被差別経験 -.082 -.042 -.054  .016 -.021 -.004 -.019
民族教育の経験 -.280*** -.356***  .024 -.281***  .092+  .222***  .096+













被差別経験 -.122*  .144** 1.000　
民族教育の経験 -.464***  .307***  .077 1.000　
民族団体への参加 -.503***  .388***  .131**  .265*** 1.000　
表8-4：相関係数
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10　N=394
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解釈を加えたくなるが、カイ二乗検定の結果は有意ではない。表 8-6 は、世代別の日本国籍取得に関す
る意識である。期待度数が 5 未満であるセルが多くなることを防ぐため、四世 14 人と五世 1 人はこの
表では除外した。年代についてもカイ二乗検定の結果は有意ではなかった。 































一世 27.5 11.8 37.3 3.9 19.6 51
二世 26.3 13.2 28.8 5.9 25.9 205
三世 32.6 16.3 27.9 5.6 17.6 319















よくある 37.5 7.1 19.6 5.4 30.4 56
ときどきある 33.7 13.8 27.6 4.6 20.4 196
あまりない 22.2 17.0 33.5 7.8 19.6 230
全くない 41.3 15.2 29.3 3.3 10.9 92





























　 B SE B β
国籍・地域 -.223  .203 －.052　 
性別 -.009  .125 －.003　 
年齢 -.009  .006 －.092　 
世代  .162  .124 .070 　
教育年数 -.063  .024 －.141** 
世帯収入  .000  .000 －.054　 
日本人との関係  .399  .080 .279***
地域での本名使用 -.290  .097 －.145** 
差別経験  .006  .073 .003 　
民族教育の経験 -.230  .177 －.067　 


























































は、千葉県が 2008 年から 2009 年にかけて実施したものしか筆者は探すことができなかった（千葉
県総合企画部国際室 2009）。しかし、この調査においても、日本への今後の居住予定に関する設問
の中で日本国籍の取得が選択肢の一つとして設けられているに過ぎない。 






委員の構成は、広島市外国人市民施策懇談会の委員 4 名、学識経験者 4 名（うち同懇談会の専門委







抽出率は等しくした。抽出方法は層化抽出法であり、対象者数は 1,093 人である。2012 年 11 月 3
日から 11 月 26 日を調査期間として、郵送法により実施され、有効回収数は 471 人、有効回収率は
43.5％であった。 
  7 言語の調査票を作成した点は生活調査と同様であるが、韓国籍・朝鮮籍を持ち通称名が住民基本
台帳に記載されている対象者には、日本語の調査票のみを送付し、それ以外の対象者には、日本語
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 A 自治体は、調査時点の 2013 年の人口が 8000 人ほどの小規模自治体であり、2005 年に旧 x 自治体
と旧 y 自治体の合併により発足した。産業別の人口構成は、2010 年の国勢調査によれば第一次産業が
17.6％、第二次産業が 19.6％、第三次産業が 62.3％であるが、県の UI ターン情報サイトで主な産業と
して紹介されているのは観光と農業である。人口の流出により、1970 年と比較すると A 自治体の人口
はほぼ半減しており、2010 年の高齢化率は 44.2％と高い値を示している。 




り、旧 x 自治体では、そのことを踏まえて 1978 年に「同和対策推進協議会」が立ち上げられ、これま
で住民への啓発活動が積み重ねられてきた。旧 y 自治体と比較して、旧 x 自治体の方が啓発活動には積
極的であった。また、2001 年には旧 x 自治体は「同和行政基本指針」、2003 年には旧 y 自治体は「人
権・同和問題基本計画」を策定し、合併後の 2006 年度には新たに A 自治体による「人権・同和対策推
進協議会」が立ち上げられた。なお、今回の調査は、2015 年 3 月の基本指針を策定のための基礎資料
を得るために実施されたものである。 
 調査は 2014 年 1 月に実施された。対象者は A 自治体に居住する満 20 歳以上の者であり、住民基本
台帳からサンプリングが行われた。年齢層を 10 歳ごとに区切り、それぞれ層別に 20％の対象者を等間
隔で抽出している。対象者数は 1398 名であり、調査方法は郵送法である。有効回収数は 769 票、有効
回収率は 55.0％であった。 
 以下では、まず A 自治体の回答と大阪府が 2010 年に実施した「人権問題に関する府民意識調査」の
回答を比較し、A 自治体の住民の部落問題に関する意識がどのような現状にあるのかを位置づける。あ










い（佐藤 2002a; 佐藤 2002b; 奥田 2006; 神原 2012 など）。A 自治体住民の部落問題に関する認識・
態度・意識は、A 自治体と比べて多くの同和地区が存在し、人権問題について様々な取り組みを進めて
きた大都市・大阪府とは、どのような違いがあるのだろうか。 
 比較に際して、2 つの調査の対象者や属性を表 9-1 から確認しておきたい。留意しておくべきは、今
回の調査の方が大阪府 2010 年調査と比べて回答者の年齢がかなり高いことである。表では 60 歳以上 
の回答者の構成比を示したが、その差は 23.0％であった。 
 回答者の年齢構成が大きく異なるにも関わらず有業者の比率はあまり変わらないが、これは今回の調





 図 9-1 は、日本の社会において同和問題や部落問題と呼ばれる問題があることを知っている者の比率
である。質問の方法はやや異なるが、A 自治体では 88.3％、大阪府では 96.4％が問題の存在を認知し












 年代別では、いずれの年代でも A 自治体の方が認知している者の比率が低いが、興味深いのは年代
によって比率の差の程度に違いがあることである。中年層については、40 歳代は 0.2％低く、50 歳代
は 3.3％低い程度でその差はほとんどない。差が大きいのは高齢層と若年層である。高齢層は年代が上
がるほど差が大きく、70 歳代以上で見ると大阪府よりも 10.9％低い。また、若年層については、30 歳





上で見た年代別の傾向に関して、A 自治体内ではどうか。図 9-2 は、回答者を旧 x 自治体と旧 y 自治
体の住民に分け、部落問題の認知度を年代別に示したものである。回答者全体では、旧 x 自治体は 91.0％、
旧 y 自治体が 85.0％であり、旧 x 自治体の方が認知度は高い。 
A 自治体の場合、若い層については回答者が少なかったためいくらか留保が必要であるが（例えば、
20 歳代でこの設問に回答した者は旧 x 自治体で 8 人、旧 y 自治体で 17 人しかいなかった）、こうした





最も多かった回答は「学校の授業」の 30.1％であり、次いで「家族」の 23.3％、「近所の人」の 12.3％、
「学校の友だち」の 8.3％、「講演会や研修会」の 6.8％などであった。大阪府 2010 年調査は、質問や
集計の方法がやや異なっているが 1）、「父母や家族から聞いた」が 32.8％で最も高く、「学校の授業で
教わった」が 32.5％、「近くに同和地区があった」が 12.2％、「テレビ、映画、新聞、雑誌、書籍など
で知った」が 11.4％、「学校の友達から聞いた」が 8.5％などである。 
 A 自治体と大阪府のいずれも「学校の授業」と「家族」が高いが、A 自治体は前者を回答した者の比
率が高く、大阪府は両者がほぼ同じ値である。それぞれの選択肢を選んだ者の比率について、男女別・
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年代別にまとめたのが図 9-3 と図 9-4 である。 
 まず、両自治体の回答を男女別に見てみたい。「学校の授業」を回答した者の比率は、A 自治体では
男性が 28.0％、女性が 33.5％、大阪府では男性が 32.4％、女性が 33.2％であった。大阪府は男女別の
差があまりないのに対して、A 自治体は女性の方が 5.5％高い。また、「家族」を回答した者の比率は、







の授業」は A 自治体の方が比率は高く、「家族」は大阪府の方が高い。A 自治体と大阪府の差が特に大
きいのは若い層であり、「学校の授業」と「家族」のいずれについてもそのことは言える。「学校の授業」
は、A 自治体の方が 20 歳代は 23.9％、30 歳代は 21.2％高い。「家族」については、20 歳代の差はあ








「そのようなことはない」が 36.6％、「わからない」が 40.2％という回答が得られた。図 9-5 は、今回
の調査の回答を大阪府 2010 年調査と比較したものである。選択肢の細かい表現は異なるが、「しばし
ば」「たまに」「ない」の 3 段階に「わからない」を加えた 4 つの選択肢を用いている点は同様である 2）。
それぞれの選択肢の値は、今回の調査の値から大阪府 2010 年調査の値を引いたものである。つまり、









下は A 自治体の方が比率は高い。 
 結婚差別については、今回の調査の回答者全体では「しばしばある」が 7.1％、「たまにある」が 34.7％、
「そのようなことはない」が 20.9％、「わからない」が 37.3％という回答が得られた。図 9-6 は、大阪































 選択肢は 3 つであり、「よく聞く」が 2.3％、「聞いたことがある」が 52.4％、「聞いたことがない」




 図 9-8 は、回答結果を男女別・属性別にまとめたものである。男女別では、男性の方が「ある」とい
う回答が多い点は共通している。年代別では、年齢が高い層でも大阪府と比べて 10％以上の差がある






























本章で取り上げる属性変数は、性別、年齢、15 歳時の居住地、教育年数の 4 つである。性別は男性






年齢  .023 1.000
15歳時居住地  .282***  .036 1.000
教育年数 -.084* -.487***  .005 1.000
結婚意識 -.119** -.141*** -.162***  .156*** 1.000
表9-2：属性変数間の相関係数
　*** p<.001　** p<.01　* p<.05　+ p<.10　N=592
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では 5 歳刻みで質問しており、各選択肢に中央値を与え、80 歳以上については 80 を与えた。教育年数
については、中学校には 9、高校には 12、短大・高専には 14、大学には 16、大学院には 18 を与えて
いる。従属変数を含めた 5 つの相関係数を表 9-2 に示した。いずれも 1％水準で有意であり、男性の方
が女性より、年齢が若いほど、15 歳時の居住地が A 自治体以外の方が、また教育年数は長いほど、結
























親せき  .060 11.8
近所の人 -.019 26.2
学校の友だち -.021 18.8
職場の人  .067+ 17.5
上記以外の友人・知人  .012 7.7
学校の授業  .095* 36.6
講演会や研修会  .015 27.7





































同和地区の名前や場所について  .001 57.3
同和地区の人の仕事について -.012 44.7
同和地区の住環境について  .054 25.5
同和地区の人の人柄について -.102** 17.1
差別をなくす運動について  .073* 31.5
同和問題に関する制度や事業について  .065* 20.1
この問題には関わらない方がよいこと -.042 9.3
差別はいけないということ  .116** 56.7
同和地区の人がかわいそうだということ  .004 21.2
























しばある」と「たまにある」は 1、「そのようなことはない」と「わからない」は 0 を与えた。また、
将来の展望については、「完全になくせる」は 2、「かなりなくすことができる」は 1、「なくすのは難し




























 今回の調査では、差別に関する 11 の意見を挙げ、それに関してどう思うかを「わからない」も含め
た 5 つの選択肢で質問した。分析に際しては、それぞれの選択肢に 4～0 の得点を割りあてた。差別を
否定的にとらえているほど、また差別を社会的に解決しようと考えているほど、得点が高くなるように
設定しており、いずれの意見についても「わからない」は 2 とした。 














































 今回は、これまで取り上げた中から特に重要であると思われる 9 つの要因を選んで重回帰分析を行う
ことにした。分析で用いる独立変数は、性別、年齢、15 歳時の居住地、教育年数という 4 つの属性要
因、同和地区について「学校の授業」で知ったか否か、人権問題に熱心な人の存在、「同和地区はこわ
い」と聞いた経験、結婚差別の現状の認識、そしてさきほど作成した「被差別者原因論尺度」である。










































 表 9-8 に戻ることにしたい。結婚差別の現状の認識や「同和地区はこわいと聞いた経験」も一定の影
響をもたらしていたことから、部落差別をなくしていくためには、被差別者原因論のような個人の意識
の問題だけではなく、人々を取り巻く状況についても目を向けていく必要があると言える。 














B SE B β
性別  .718  .339   .089*
年齢 -.020  .013  -.075
15歳時居住地 -.337  .345  -.041
教育年数  .450  .083   .250***
経路：学校の授業  .376  .378   .046
































































































 第二章では、来日の初期段階である就学生を対象として 1993 年に実施した量的調査の分析により、


















 第四章では、特にエスニック・ビジネスの資本形成に焦点を当て、主に 1993 年に行った聞き取り調
査のデータを用いて、中国系ニューカマーの経営者の「戦略」を分析した。第三章で検討した分析枠組
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